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〔第一問〕  

問１ （30点）   

□1  内 容   

⑴ 適用要件   

認定承継会社の代表権（制限が加えられた代表権を除く。以下同じ。）を有していた個人として一定の

者（以下「被相続人」という。）から相続又は遺贈によりその認定承継会社の非上場株式等（その被相続

人から相続又は遺贈により取得をしたものとみなされる特例受贈非上場株式等に係る認定承継会社の株

式等（株式又は出資をいう。以下同じ。）を除く。）の取得をした経営承継相続人等が、その相続に係る

期限内申告書（以下「相続税の申告書」という。）の提出により納付すべき相続税の額のうち、その非上

場株式等でその相続税の申告書にこの規定の適用を受けようとする旨の記載があるもの（その相続の開始

の時におけるその認定承継会社の発行済株式又は出資（議決権に制限のない株式等に限る。）の総数又は

総額の３分の２に達するまでの部分として一定のものに限る。以下「特例非上場株式等」という。）に係

る納税猶予分の相続税額に相当する相続税については、その相続税の申告書の提出期限までにその納税猶

予分の相続税額に相当する担保を提供した場合に限り、その経営承継相続人等の死亡の日まで、その納税

を猶予する。 

 

□6

⑵ 未分割の場合   

相続税の申告書の提出期限までに、その相続又は遺贈により取得をした非上場株式等の全部又は一部が

共同相続人又は包括受遺者によってまだ分割をされていない場合におけるこの適用については、その分割

されていない非上場株式等は、その申告書にこの規定の適用を受ける旨の記載をすることができないもの

とする。 

 

□2

□2  納税猶予期限   

 ⑴ 経営承継期間中   

経営承継期間内にこの規定の適用を受ける経営承継相続人等又は特例非上場株式等に係る認定承継会社

について、いずれかに掲げる場合に該当することとなった場合には、この規定にかかわらず、それぞれに

定める日から２月を経過する日をもって納税猶予に係る期限とする。 

 

□2

① その経営承継相続人等がその認定承継会社の代表権を有しないこととなった場合 

     その有しないこととなった日 
 □1

② その認定承継会社の常時使用従業員の数が、一定の数を下回る数となった場合 

     この規定の適用に係る相続税の申告書の提出期限の翌日から一年を経過するごとの日 
 □1

③ その経営承継相続人等及びその者と特別の関係がある者の有する議決権の数の合計がその認定承継会

社の総株主等議決権数の 100 分の 50 以下となった場合 

     その 100 分の 50 以下となった日 

 

□1
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④ その経営承継相続人等がその特例非上場株式等の全部又は一部の譲渡又は贈与（以下「譲渡等」とい

う。）をした場合 

   その譲渡等をした日 

 

 

 

□1

⑤ その認定承継会社が解散した場合 

その解散をした日 

 

 
□1

⑵ 経営承継期間後   

経営承継期間の末日の翌日から猶予中相続税額に相当する相続税の全部につき、納税の猶予に係る期限

が確定する日までの間において、この規定の適用を受ける経営承継相続人等又は特例非上場株式等に係る

認定承継会社について上記□3 ⑴に掲げる場合に該当することとなった場合には、その猶予中の相続税につ

いては、この規定にかかわらず、それぞれに定める日から２月を経過する日をもって納税猶予に係る期限

とする。 

ただし、上記□3 ⑴④について、その経営承継相続人等がその特例非上場株式等の一部の譲渡等をした場

合には、猶予中の相続税額のうち、その譲渡等をした特例非上場株式等の数又は金額に対応する部分とし

て計算した金額を納付するものとする。 

 

□3

⑶ 利子税   

① 原 則 

納税猶予の適用を受けた経営承継相続人等は、上記⑴、⑵に該当する場合には、相続税の申告書の提

出期限の翌日からそれぞれに定める日までの期間に応じ、年 3.6％の割合を乗じて計算した金額に相当す

る利子税を、その納税猶予額の全額又は一定の金額にあわせて納付しなければならない。 

 

□1

② 特 例 

①に規定する利子税の割合は、①の規定にかかわらず、各年の特例基準割合（公定歩合＋年４％）が

年 7.3％の割合に満たない場合には、その年中においては、次の算式により計算した割合となる。 

 

□1

年 3.6％×
特例基準割合

年7.3％
（0.1％未満切捨）   

□4  手続規定   

⑴ この規定は、その相続又は遺贈に係る相続税の申告書に、その被相続人から相続又は遺贈により取得を

した非上場株式等の全部若しくは一部につきこの規定の適用を受けようとする旨の記載がない場合又はそ

の非上場株式等の明細及び納税猶予分の相続税額の計算に関する明細その他一定の事項を記載した書類の

添付がない場合には、適用しない。 

 

□1

⑵ この適用を受ける経営承継相続人等は、税務署長がやむを得ない事情があると認める場合を除き、次に

掲げる期間に定める日までに引き続いてこの規定の適用を受けたい旨及び適用を受ける認定承継会社の経

営に関する事項を記載した届出書を納税地の所轄税務署長に提出しなければならない。 

 

□1

① 経営承継期間（この規定の適用に係る相続に係る相続税の申告書の提出期限の翌日から同日以後５年

を経過する日又は経営承継相続人等の死亡の日のいずれか早い日までの期間。） 

 

□1
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その相続税の申告書の提出期限の翌日から１年を経過するごとの日 

② 経営承継期間の末日の翌日から納税猶予の期限が確定する日までの期間 

 その末日の翌日から３年を経過するごとの日 

 

□1

□5  相続税の免除   

この規定の適用を受ける経営承継相続人等が次のいずれかに掲げる場合に該当することとなった場合に

は、それぞれに定める相続税を免除する。この場合において、それらの者の相続人は、その死亡の日以後６

月を経過する日までに、一定の事項を記載した届出書を納税地の所轄税務署長に提出しなければならない。

 

□1

⑴ その経営承継相続人等が死亡した場合 

……納税猶予分の相続税額に相当する相続税 

 

□1

⑵ 経営承継期間の末日の翌日以後に、その経営承継相続人等がその特例非上場株式等につき、贈与税の

納税猶予の規定の適用に係る贈与をした場合 

……納税猶予分の相続税額のうち、その贈与に係る特例非上場株式等のうち、その規定の適用に係る

ものに対応する部分の額として計算した金額に相当する相続税 

 

□1

□6  納税猶予額の計算   

納税猶予分の相続税額については、次の⑴に掲げる金額から⑵に掲げる金額を控除した残額をいう。  □1

⑴ この規定の適用に係る特例非上場株式等の価額を経営承継相続人等に係る相続税の課税価格とみなし

て、相続税の課税価格の計算の規定を適用して計算したその経営承継相続人等の相続税の額 

 

□1

⑵ この規定の適用に係る特例非上場株式等の価額に100分の20を乗じて計算した金額をその経営承継相

続人等に係る相続税の課税価格とみなして、相続税の課税価格の計算の規定を適用して計算したその経

営承継相続人等の相続税の額 

 

□1

   

問２   

□1  相続税額の２割加算の対象となるか否かについて   

 ⑴ 孫Ｅ … 相続税額の２割加算の対象にならない。  □2

 ⑵ 孫Ｆ … 相続税額の２割加算の対象となる。  □2

□2  相続税額の２割加算の対象となる相続税額について及びその理由   

 ⑴ 孫Ｅ … なし  

 ⑵ 孫Ｆ … 1,000 万円  
□1

 ⑶ 理由   

  ① 加算対象者及びその理由   

相続又は遺贈により財産を取得した者がその相続又は遺贈に係る被相続人の一親等の血族（その被相

続人の直系卑属が相続開始以前に死亡し、又は相続権を失ったため、代襲して相続人となったその被相

続人の直系卑属を含む。）及び配偶者以外の者である場合においては、その者に係る相続税額は、算出

 

□5
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税額にその
20

100
に相当する金額を加算した金額とする。 

 
 

  ② 一親等の血族の範囲   

一親等の血族には、被相続人の直系卑属がその被相続人の養子となっている場合を含まないものとす

る。ただし、その被相続人の直系卑属が相続開始以前に死亡し、又は相続権を失ったため、代襲して相

続人となっている場合は、この限りでない。 

 

□5

③ 相続時精算課税適用者   

相続時精算課税適用者についての、上記の①の規定の適用について、その者が、贈与により財産を取

得した時においてその被相続人のその一親等の血族であった場合には、その被相続人から取得したその

財産に対応する相続税額として次の算式により計算した金額は、この限りでない。 

 

算出相続税額 × 

一親等の血族であった期間内にその特定贈与者

から取得したものの価額          

生前贈与加算及び相続時精算課税適用後の  

課税価格に算入された財産の価額      

  

□5

 













×
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〔アドバイス〕 

【理 論】 

問１ 

   非上場株式等の納税猶予制度における概要が問われた。制度が創設されて以降毎年のように出題予想され

ていたテーマであったため、しっかり暗記しておれば十分合格点を取れる問題であった。 

また、最近の出題傾向とは異なり、判断に迷うことなく書けるテーマであったと思われる。 

ただ、措置法の個別理論での出題は、近年なかったため、その点においては予想外であった方もいると思

われるが、「適用要件」、「未分割の場合」、「免除される場合」、「納税猶予額の計算」、「手続規定」等は最低

限記述しておくべきものと思われる。 

模範解答に記載がないものを書いていても加算されるものと思われる。ただ、答案用紙（４枚）及び制限

時間等を考慮しての解答としている。 

 

問２ 

  相続税額の２割加算の制度をテーマとした問題であった。相続時精算課税の適用を受ける財産を取得し

た時において、「一親等の血族」であったという部分の理解が問われている。 

  孫（直系卑属）を養子縁組している場合には、相続時精算課税適用時においても「一親等の血族」につ

いての規定が働くために注意が必要（直系卑属以外の養子縁組であれば問題ないが）。 

  また、相続開始時においては、２人の孫いずれも養子縁組を解消しているが、孫Ｅは代襲相続人である

ため２割加算の適用はなく、孫Ｆは代襲相続人でないため、当然２割加算の適用がある。 

 

   

【計 算】 

１ 相続人等の判定 

⑴ 相続人は、配偶者乙、弟Ｂ、妹Ｄ、甥Ｈ、姪Ｉ、甥Ｅおよび姪Ｆとなる。 

  なお、甥Ｅ及び姪Ｆは、被相続人甲の半血兄弟である亡姉Ａの代襲相続人であるため相続分について

注意が必要。 

⑵ 法定相続人は、相続人同様、配偶者乙、弟Ｂ、妹Ｄ、甥Ｈ、姪Ｉ、甥Ｅおよび姪Ｆとなる。 

⑶ 法定相続人の数は、７人となる。 

 

２ 財産評価 

 ⑴ 宅地Ｊ 

    容積率の異なる地域にある宅地  

（質疑応答事例より） 

その宅地の正面路線に接する部分の容積率が2以上（今回は300％と400％）である場合で、その正面

路線に接する部分の容積率と異なる容積率の部分がある場合には、異なる容積率の部分との違いによる

減額調整を行う。 

ただし、容積率の相違が宅地の評価に及ぼす影響が過少であると認められるときは、その宅地の大半

を占める容積率を考慮して正面路線価が設定されている点を考慮し、この設問のようなケースでは、 
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調整計算については、容積率400%地域は容積率300%地域と一体であるものとして取扱い、容積率300%地

域と容積率200%地域との格差の調整計算とする。 

（計算式） 

 路線価×奥行価額補正率×（1－控除割合）×地積 

建物Ｋ  

  貸家  

 Ｑ社に対して賃貸借契約により貸し付けられているため、貸家としての評価となる。 

⑵ 宅地Ｌ 

  余剰容積率の移転を受けている宅地  

 余剰容積率の移転を受けている宅地の評価方法 

  Ａ×（１＋
Ｂ

Ｃ
 ） 

   Ａ：余剰容積率の移転を受けている宅地の自用地としての価額 

   Ｂ：区分地上権の設定等に当たり支払った対価の額 

   Ｃ：区分地上権の設定等の直前における余剰容積率の移転を受けている宅地の通常の取引 

     価額 

 また、宅地Ｌについては、１階、２階及び10階部分については自用地、３階から９階部分は、Ｑ社

に対して賃貸借契約により貸し付けられているため、貸家建付地として評価する。 

建物Ｎ 

  自用家屋・貸家  

 １階、２階及び10階部分については、自用家屋 

３階から９階部分は、Ｑ社に対して賃貸借契約により貸し付けられているため、貸家に該当する。 

⑶ 宅地Ｐ 

  無道路地の評価  

     

（注） 

   無道路地とは、道路に接しない宅地（接道義務を満たしていない宅地を含む。）をいう。 

   無道路地の価額は、実際に利用している路線に接する宅地（図のＢ部分）と併せた評価額から、Ｂ部分

の価額を控除した価額を基に、その価額の40％の範囲内で相当と認める金額を控除して評価する。 

（注）接道義務とは、建築基準法その他の法令において規定されている建築物を建築するために必要な 

道路に接すべき最小限度の間口距離の要件のことをいう 
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⑷ Ｑ社株式 

 取引相場のない株式の評価  

   ① 評価方式の判定 

     Ｑ社は、被相続人甲のグループで50％超の議決権を有し、配偶者乙、弟Ｂ、甥Ｈ及び姪Ｉいずれも

５％以上を有するため、原則評価となる。また、姪Ｆは５％以上を有しないが、中心的な同族株主が

存在しないため、姪Ｆも原則評価となる。 

② 類似業種比準価額 

    イ 業種目の判定 

     (ｲ) 評価会社の事業が一つの大分類の業種目中の２以上の類似する中分類の業種目に属し、それ

らの業種目別の割合の合計が50％を超える場合 

        → その大分類の中にある類似する中分類の「その他の○○業」を採用する。 

     (ﾛ)  評価会社の事業が一つの大分類の業種目中の２以上の類似しない中分類の業種目に属し、そ

れらの業種目別の割合の合計が50％を超える場合（上記(ｲ)の場合を除く。） 

        → その大分類の業種目を採用する。 

     (ﾊ) 今回の問題では、大分類の「運輸業、郵便業」及び中分類の「その他の運輸業、郵便業」を

採用し、比較することとなるが、大分類の金額の方が低くなる点及び答案用紙の紙面上の制

約等を考慮して省略している。 

    ロ 比準要素について 

     (ｲ) １株当たりの配当金額 

        創立50周年記念配当は除く 

(ﾛ) １株当たりの利益金額 

・ 土地売却益、借地権売却益及び保険差益 → 非経常的な利益 

・ レバレッジドリース取引（長期借入金によりリース物件を購入し、リース契約する取引）に

よる分配金 → 経常的な利益 

・ 益金算入されなかった剰余金の配当 → 経常的な利益（所得税額を控除する。） 

・ 直前々期末の事業年度が10ヵ月しかないため、その前年の事業年度の利益金額の２ヵ月分を 

 加算しなければならない。 

(ﾊ) １株当たりの純資産価額 

直前期末における資本金等の金額及び利益積立金額の合計額により計算する。 

  ⑸ 米国債 

    外貨建資産の評価  

    対顧客直物電信買相場により邦貨換算する。 

 

３ 小規模宅地等の特例 

 ⑴ 宅地Ｊ 

   配偶者乙がＱ社の役員に該当する旨のコメントがないため、貸付事業用宅地等に該当する。 

 ⑵ 宅地Ｌ 
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   ① １階及び２階部分 

     特定事業用宅地等に該当する 

   ② ３階から９階部分 

     Ｑ社の事業が不動産貸付業であるため、貸付事業用宅地等に該当する。 

   ③ 10階部分 

     被相続人甲及び配偶者乙の居住用部分 → 特定居住用宅地等に該当する。 

     弟Ｂ及びその家族の居住用部分 → 対象外 

  ⑶ 宅地Ｐ 

    使用用途等不明のため、適用なしとする。 

 

４ みなし財産 

 生命保険金等 

   配偶者乙が保険料を負担した保険契約は課税対象外。 

また、甥Ｇは相続人でないため、非課税の適用はない旨のコメントを入れておくべきである。 

 

５ 債務控除 

 ⑴ 債務 

   遺言執行費用は対象外 

 ⑵ 葬式費用 

   香典返しの費用、墓碑購入費用は対象外 

 

６ 生前贈与加算 

 ⑴ 平成20年３月14日の贈与 配偶者乙 → 対象外 

 ⑵ 平成20年６月29日の贈与 甥Ｇ → 対象 

⑶ 平成21年７月９日の贈与 甥Ｅ → 相続遺贈財産がないため生前贈与加算の対象外 

⑷ 平成22年２月18日の贈与 配偶者乙 → 対象 

 

７ 税額控除 

 ⑴ ２割加算 

   配偶者乙以外全員 

 ⑵ 配偶者の税額軽減額 

   課税価格の合計額に乗じる法定相続分に注意（第３順位） 
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〔合格ボ－ダ－ライン〕  

理論：36点～42点 

 ここ最近の応用問題と事例問題というパターンと比較すると、取り組みやすい問題であったと思われる。

問１では23点以上、問２では２割加算の対象となるか否か及び対象となる相続税額を正しく述べ、２割加

算の規定の記述ができているかがポイントであると思われる。13点以上をボーダーラインと考える。 

  

計算：30点～35点 

  財産評価の問題数は７個と量は少ないものの、ひとつひとつの問題の難易度が高く、また解答方法

の迷う問題が多かったと思われる。 

  宅地については、容積率の異なる地域にある宅地、余剰容積率の移転を受けた場合の宅地の評価及

び小規模宅地等の減額の計算などに関しては、時間を要するものであったものと思われる。 

  取引相場のない株式の類似業種比準価額の計算については、例年どおり実務色の濃い問題（難問）

であり、部分点狙いに徹するべきであろう。 

ただし、上記以外の箇所は比較的平易な問題であったため、確実に点数を拾い、また納付税額まで計

算すべきである。 

 

 

ボーダーライン合計：66点～77点 

（最終判断は合計点で判断してください。） 


